
○消費者等への普及啓発のための人材育成等
• 世代やライフスタイルなどを考慮しつつ、啓発すべきテーマや対象の
特性に応じた資材を開発し、提供します。

• 地方公共団体において取組を推進できるよう、地方公共団体職員及び
地域で取組を推進する人材を育成するための研修会等を行います。

○先進的な事例や優良事例等の全国的な展開
• 「食品ロス削減推進表彰」を実施し、優れた取組を表彰します。

• 「食品ロス削減全国大会」において、消費者庁セッション等を設ける
など、地方公共団体の取組事例や推進計画の内容等を広く紹介するこ
とにより、地方における推進計画の策定を支援します。

○諸外国における制度等の調査
• 海外における食品ロス削減に関する制度等の調査を行います。

○食品ロス削減推進会議の開催
• 「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」に基づく取組状況の
フォローアップ等を行います。

○「食品ロスの削減の推進に関する法律」及び「食
品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」を踏
まえ、国民がそれぞれの立場で食品ロスの削減を
「我が事」として自発的に取り組んでいくように
することが重要です。

○このため、食品ロスを削減することの重要性につ
いて、理解と関心を増進できるよう、資材の提供、
教育、普及啓発を推進します。

○また、食品ロスに関する実態、先進的な取組や優
良事例等を広く提供できるよう、情報収集や調査
等を実施します。

食品ロス削減推進調査事業（消費者庁消費者教育推進課）

令和６年度予算（案）額 ３6百万円（令和５年度予算額 4６百万円） [食品ロス削減推進調査経費]

令和６年度予算（案）額 １ ．６百万円（令和５年度予算額 １．5百万円） [食品ロス削減推進会議]

事業概要・目的・必要性 事業イメージ

国 委員手当等
推進会議委員等

資金の流れ

○全ての都道府県及び政令市を始めとする地方公共団体において、食品

ロス削減の取組を推進します。

○事業系食品ロス、家庭系食品ロス共に、2000年度比で2030年度までに

食品ロス量を半減します。

期待される効果

委託等

委託事業者等



１．食品寄附等のステークホルダーの連携計画策定のための先行モ
デル事業
食品関連事業者等、フードバンク等が連携して食品寄附や食べ残し、

持ち帰りを促進する新たな枠組みづくりに向けた先行モデル事業を行う。

２．認定ガイドライン等の作成及び海外事例収集
１．の事業成果を踏まえつつ、食品寄附や食べ残しの持ち帰り

を促進するための詳細なガイドライン作りを進める。これらのガ
イドライン策定や制度改善等のための海外情報の調査を行う。

３．食品寄附等ステークホルダー向け研修及びマッチング
食品寄附等に関するステークホルダー向けの研修会を地域ブロック

単位で実施し、ステークホルダー連携による食品寄附・食べ残し持ち帰
りを促す。

国

○令和元年10月に施行された食品ロス削減推進法第19
条第３項において、「国は食品の提供等に伴って生
ずる責任の在り方に関する調査及び検討を行うよう
努めるものとする」とされ、令和５年４月には自民
党及び公明党から当該検討事項について早急に結論
を出すよう提言があったところ

○令和５年の骨太の方針においても、食品の寄附の促
進やフードバンク団体の体制強化などの施策をパッ
ケージとして年末までに策定することが明記された
ところ。

○食品寄付等を促進し、食品ロス削減を推進するため
には、寄付者をはじめとするそのステークホルダー
が安心して取組に参加することができる枠組みづく
りが課題であるため、ステークホルダーが連携して、
安全性・透明性を確保できる枠組みの導入に向け、
先行モデル事業や各種ガイドラインの作成と海外事
例調査、研修等を実施する。

食品寄附等を促進するための枠組みづくり支援（消費者庁消費者教育推進課）

令和６年度予算（案）額 ４０百万円 【新規】令和６年度概算要望（案）額 ２５百万円

 令和６年度概算要求（案）額 １５百万円

事業概要・目的・必要性

資金の流れ

○食品関連事業者が安心して寄附できるフードバンク団体等が増えるこ
とで食品寄附が促進され、2030年度までに2000年度比で食品ロス量を
半減させる目標の達成とともに、消費者が安心して無償の食品利用が
できるようになる。

期待される効果

事業イメージ・具体例

請負等

民間企業



１．実証事業の内容
（１）ナッジ理論を応用した消費者に対するメッセージ

を複数パターン作成
（２）（１）で作成したメッセージについて、消費者へ

のアンケート等により効果的なメッセージを検証

２．実証結果の活用
検証結果を踏まえて、2025年大阪・関西万博で使用

する共通デザインを作成

国

○2025年大阪・関西万博について、消費者庁では、
「2025年大阪・関西万博アクションプラン」に基づき、
会場内において、ナッジを応用した来場者向けの啓発
活動に取り組み、来場者による食品ロスの削減を図る
こととなっています。

○2020年東京オリンピックは新型コロナウイルス感染拡
大により無観客で開催されており、数百万人規模の来
場が見込まれる大規模イベントでの来場者向けの普及
啓発の前例がないため、2025年大阪・関西万博に向け
ては検証を行い、最適な普及啓発方策を事前に確立さ
せる必要があります。

○なお、大規模イベントでの食品ロス削減については、
「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（令和
２年３月閣議決定）」においても政府が取り組む基本
的施策に位置付けられています。

2025年大阪・関西万博に向けた食品ロス削減実証事業（消費者庁消費者教育推進課）

令和６年度予算（案）額 ５百万円 【新規】

事業概要・目的・必要性

資金の流れ

○2025年大阪・関西万博において消費者向け食品ロス削減普及啓発を
実施し、会場内の食品ロスを削減。

期待される効果

事業イメージ・具体例

請負等

民間企業



国

請負等

民間事業者等

（１）既に各主体が食品寄附に係る独自のシステム基盤を構築
していることから、国において、１～２のモデル地域と連
携して共通API及び連携するデータ標準化ガイドラインを作
成する。

（２）策定した共通API及びデータ標準化ガイドラインを活用
して、モデル地域における既存システム上のデータの連
携・統合やマッチングのモデルケースを構築する。

（３）中長期的には、構築したモデルをベースに、現在消費者
庁で検討を進めている新たな食品寄附スキームに活用し、
全国に拡大していく。

○ 我が国においては、まだ食べることができる食品が、供
給側・需要側双方の情報不足等により、依然として大量に
廃棄されている。

○ そのため、現在、各主体（企業、自治体、フードバンク、
フードパントリー、こども食堂、社会福祉法人等）に跨っ
ている食品寄附に関する取組について、地域と連携しつつ
国において共通API・データ標準化ガイドラインを作成し、
モデル地域において、既存のシステムをベースに、国が作
成した共通API・ガイドラインを活用して各ステークホル
ダー間のデータ連携・マッチングを図ることで、より適切
な需給調整・食品寄附を促進する。

〇 その結果、物価高に苦しむ
消費者に、多様な食品調達ル
ートを提供するとともに、フ
ードアクセス、食品ロス削減
といった社会・環境上の課題
にも貢献する。

共通API等を用いた地域単位での食品寄附データ統合モデル事業（消費者教育推進課）

令和５年度補正予算案 １．０億円

事業イメージ・具体例

資金の流れ

○企業等による食品寄附の促進によって、製造・流通段階での食品
ロス量が減少（製造・流通段階での食品ロス量は推計約24万ト
ン）。また、食料が家計負担の４分の１以上を占める現状におい
て、消費者がより多くの食料を入手可能になる。加えて、自治体
における生活困窮者対策及び食品廃棄物処理コストが低減する。

期待される効果

事業概要・目的・必要性

(2)モデル地域で既存システムを活用し
API等を通じデータ連携・マッチング

(1)国において
モデル
地域と連携の上、
共通API・デー
タ標準化ガイド
ラインを作成
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